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平成１６年３月期    個別財務諸表の概要 

                                    
平成１６年５月１２日 

上場会社名     株式会社フジシール                         上場取引所 東証第一部 
コード番号 ： ７８６４                                                             本社所在都道府県 大阪府 
（ＵＲＬ   http://www.fujiseal.co.jp） 
代  表  者 役職名   代表取締役社長      竹 田  健 
問合せ先責任者 役職名   常務取締役管理本部長   岡  﨑  裕  夫     ＴＥＬ（０６）６３５０－１０８０ 
決 算 取 締 役 会 開 催 日    平成１６年５月１２日 中間配当制度の有無         有 
定 時 株 主 総 会 開 催 日    平成１６年６月２５日 単元株制度採用の有無       有（1単元 100株） 

                          
 
１．１６年３月期の業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
  （１）経  営  成  績                                  （百万円未満の金額は切捨てて表示しております。） 
 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益 
             百万円      ％         百万円        ％          百万円       ％ 
１６年３月期      57,169       ( 2.0)    4,094        (  △5.3)    4,460       ( △9.0) 
１５年３月期      56,061       ( 6.9)    4,325        (   19.5)    4,901       (   15.7) 
 

１株当たり 潜 在 株 式 調 整 後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高  
当 期 純 利 益 

当期純利益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率 
        百万円     ％      円   銭      円   銭           ％          ％          ％ 
１６年３月期   2,556     (   0.6)    109  82    109   74      9.2      8.4      7.8 
１５年３月期   2,541     (  43.1)    167  00    152   73     11.6      9.6      8.7 
  （注）１．期中平均株式数    １６年３月期     23,278,122株      １５年３月期    15,219,138株                        
         ２．会計処理の方法の変更        無 
３．平成15年７月18日付をもって普通株式１株を1.5株に分割しております。なお、当該分割が前期首に行  

     われたと仮定した場合の前期における１株当たり当期純利益は、平成15年３月期111円34銭であります。 
４．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

  （２）配  当  状  況 
１株当たり年間配当金 配当金総額 株 主 資 本  

 中 間 期 末 （ 年 間 ） 
配 当 性 向 

配 当 率 
        円   銭        円   銭       円   銭         百万円            ％            ％ 
１６年３月期      12   00      0    00     12   00     299      11.7       0.9 
１５年３月期      15   00      0    00     15   00     228       9.0       1.0 
（注）１．１６年３月期の１株当たり年間配当金には東証第一部上場記念配当2円が含まれております。 
     ２．平成１５年７月１８日付で１株を1.5株に株式分割を行っております。 
  （３）財  政  状  態 
 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
              百万円             百万円                ％          円    銭 
１６年３月期       54,335      32,438           59.7     1,299    98 
１５年３月期       52,420      23,101           44.1     1,517    78 
  （注）１．期末発行済株式数    １６年３月期     24,953,437株        １５年３月期      15,220,641株 
２．平成15年７月18日付をもって普通株式１株を1.5株に分割しております。なお、当該分割が前期首に行われたと
仮定した場合の前期における１株当たり株主資本は、平成15年３月期1,011円85銭であります。 
３．期末自己株式数    １６年３月期         10,545株        １５年３月期              391株  
 

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
１株当たり年間配当金  

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
中 間 期 末  

         百万円         百万円         百万円       円    銭       円    銭       円    銭 
中 間 期 32,500 3,140 1,815      0    00 ― ― 
通 期 60,700 5,070 2,930 ― 12    00   
（参考）１株当たり予想当期純利益 （通期）   125円 87銭 
 
（注）当社は、平成１６年１０月１日よりホールディングカンパニー制への移行を計画しておりますが、上記の業績予想には移
行後の損益を反映しておりません。今後、取締役会を経て確定になり次第公表させていただきます。 



 －35－

比較貸借対照表 
（単位：千円、千円未満切捨） 

当事業年度末 前事業年度末 

（平成 16 年 3 月 31 日） （平成 15 年 3 月 31 日） 
増 減 

期別 

 

科目 金   額 構成比 金   額 構成比 金  額 

（資産の部） ％ ％  

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金 4,187,409 3,760,377  427,032 

２．受取手形 1,935,607 2,335,143  △  399,535 

３．売掛金       *2 15,309,223 15,081,294  227,928 

４．有価証券 1,000,009 －  1,000,009 

５．製品 1,329,705 1,605,327  △  275,621 

６．原材料 592,343 459,635  132,708 

７．仕掛品 303,142 262,423  40,719 

８．貯蔵品 3,368 3,550  △    181 

９．前払費用 42,094 35,824  6,270 

10．繰延税金資産 370,945 289,128  81,816 

11．短期貸付金     *2 1,950,791 1,737,048  213,742 

12．未収入金      *2 341,871 601,797  △  259,926 

13．その他 183,417 102,371  81,046 

貸倒引当金 △     3,907 △   35,481  31,574 

流動資産合計 27,546,025 50.7 26,238,441 50.1 1,307,584 

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

（1）建物        *1 2,574,381 3,298,992  △  724,611 

（2）構築物 79,917 86,381  △   6,463 

（3）機械及び装置 4,166,640 4,637,910  △  471,269 

（4）車両及び運搬具 17,560 19,791  △   2,231 

（5）工具器具備品 365,012 407,424  △     42,411 

（6）土地        *1 2,308,193 2,308,193  ― 

（7）建設仮勘定 324,128 36,526  287,601 

有形固定資産合計 9,835,836 18.1 10,795,220 20.6 △    959,384 

２．無形固定資産     

（1）借地権 19,000 19,000  ― 

（2）ソフトウェア 206,194 223,725  △     17,530 

（3）電話加入権 6,443 13,787  △      7,344 

無形固定資産合計 231,637 0.4 256,512 0.5 △     24,874 
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  （単位：千円、千円未満切捨） 

当事業年度末 前事業年度末 

（平成 16 年 3 月 31 日） （平成 15 年 3 月 31 日） 
増 減 

期別 

 

科目 金   額 構成比 金   額 構成比 金  額 

３．投資その他の資産     

（1） 投資有価証券 788,341 669,507  118,834 

（2） 関係会社株式 13,813,212 11,224,416  2,588,795 

（3） 長期貸付金 38,918 49,048  △     10,130 

（4） 従業員長期貸付金 47,069 53,242  △      6,173 

（5） 関係会社長期貸付金 1,435,935 2,555,115  △  1,119,180 

（6） 破産債権、更生債権その

他これらに準ずる債権 
44,860 120,539 

 
△     75,679 

（7） 長期前払費用 72,140 71,663  476 

（8） 繰延税金資産 56,245 －  56,245 

（9） 差入保証金 288,110 288,650  △        539 

（10）その他 218,573 218,571  1 

（11）貸倒引当金 △       81,902 △  120,839  38,936 

投資その他の資産合計 16,721,504 30.8 15,129,916 28.8 1,591,587 

固定資産合計 26,788,978 49.3 26,181,649 49.9 607,328 

資産合計 54,335,003 100.0 52,420,090 100.0 1,914,912 
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      （単位：千円、千円未満切捨）

当事業年度末 前事業年度末 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） （平成 15 年 3 月 31 日現在）
増 減 

            期別 

 

科目 金   額 構成比 金   額 構成比 金 額 

（負債の部） ％ ％  

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金       *2 13,316,504 12,941,085   375,418 

２．短期借入金     *2 2,373,500 2,073,106   300,394 

３．一年以内返済予定 

長期借入金     *1 
534,800 779,600 

 
△    244,800 

４．未払金 2,110,582 2,299,943   △    189,361 

５．未払費用 1,525 2,668   △      1,142 

６．未払法人税等 1,123,709 888,022   235,687 

７．未払消費税等 177,083 250,477   △     73,393 

８．前受金 178,726 159,862   18,864 

９．預り金 77,062 82,388   △      5,325 

10．賞与引当金 538,916 492,195   46,721 

11．その他 992 5,655   △      4,663 

流動負債合計 20,433,404 37.6 19,975,004 38.1  458,399 

Ⅱ 固定負債     

１．転換社債      *6 － 6,990,000  △  6,990,000 

２．長期借入金     *1 1,330,500 2,163,900   △    833,400 

３．繰延税金負債 － 64,958   △     64,958 

４．退職給付引当金 101,391 101,385   6 

５．役員退職慰労引当金 30,820 23,320   7,500 

固定負債合計 1,462,711 2.7 9,343,564 17.8  △  7,880,852 

負債合計 21,896,116 40.3 29,318,569 55.9  △  7,422,452 
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      （単位：千円、千円未満切捨）

当事業年度末 前事業年度末 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） （平成 15 年 3 月 31 日現在）
増 減 

             期別 

 

科目 金   額 構成比 金   額 構成比 金 額 

（資本の部） ％  ％  

Ⅰ 資本金          *3 5,805,106 10.7 2,306,848 4.4 3,498,257 

Ⅱ 資本剰余金     

資本準備金 6,048,009 2,549,752  3,498,257 

資本剰余金合計 6,048,009 11.1 2,549,752 4.9 3,498,257 

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金 148,000 148,000  ― 

２．任意積立金     

（1）特別償却準備金 69,156 98,703  △     29,547 

（2）別途積立金 17,390,000 15,390,000  2,000,000 

３．当期未処分利益 2,910,054 2,552,322  357,731 

利益剰余金合計 20,517,210 37.8 18,189,026 34.7 2,328,184 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 *6 109,909 0.2 57,765 0.1 52,143 

Ⅴ 自己株式         *4 △      41,348 △0.1 △      1,871 △0.0 △     39,477 

資本合計 32,438,887 59.7 23,101,521 44.1 9,337,365 

負債・資本合計 54,335,003 100.0 52,420,090 100.0 1,914,912 
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比較損益計算書 

（単位：千円、千円未満切捨） 

当事業年度 前事業年度   

（自 平成 15 年４月１日 （自 平成 14 年４月１日 増  減 

  至 平成 16 年３月 31 日）    至 平成 15 年３月 31 日）   

期別 

  

  

 科目 金      額 百分比 金      額 百分比 金   額 

  ％ ％   

Ⅰ 売上高 57,169,393 100.0 56,061,335 100.0 1,108,057 

Ⅱ 売上原価 47,721,475 83.5 46,817,225 83.5 904,250 

１．期首製品たな卸高 1,605,327 1,690,481  △     85,154 

２．当期製品製造原価      *5 27,253,610 26,156,230  1,097,379 

３．当期製品仕入高        *1 20,192,244 20,575,840  △    383,595 

合計 49,051,181 48,422,552  628,628 

４．期末製品たな卸高 1,329,705 1,605,327  △    275,621 

売上総利益 9,447,917 16.5 9,244,109 16.5 203,807 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  *2､5 5,353,472 9.3 4,918,927 8.8 434,544 

営業利益 4,094,445 7.2 4,325,182 7.7 △    230,736 

Ⅳ 営業外収益 749,761 1.3 860,926 1.5 △    111,164 

１．受取利息              *1 80,918 67,940  12,978 

２．受取配当金 8,193 7,887  306 

３．経営指導料等収入      *1 442,666 464,891  △     22,225 

４．不動産賃貸収入        *1 91,008 208,022  △    117,014 

５．雑収入 126,974 112,184  14,790 

Ⅴ 営業外費用 383,517 0.7 284,248 0.5 99,269 

１．支払利息 76,003 97,999  △     21,996 

２．為替差損 204,329 108,202  96,126 

３．不動産賃貸原価 9,536 74,623  △     65,086 

４．雑損失 93,648 3,423  90,225 

経常利益 4,460,688 7.8 4,901,859 8.7 △    441,170 

Ⅵ 特別利益 39,391 0.1 19,356 0.0 20,034 

１．固定資産売却益        *3 1,857 7,498  △      5,640 

２．投資有価証券売却益 571 143  428 

３．貸倒引当金戻入益 36,962 255  36,707 

４．役員退職慰労引当金戻入益 － 11,460  △     11,460 



 －40－

 

当事業年度 前事業年度   

（自 平成 15 年４月１日 （自 平成 14 年４月１日 増 減 

  至 平成 16 年３月 31 日）   至 平成 15 年３月 31 日）  

期別  

  

  

 科目 金    額 百分比 金   額 百分比 金  額 

   ％   ％   

Ⅶ 特別損失 108,978 0.2 212,227 0.3 △    103,249 

１．固定資産除売却損    *4 68,178 115,477  △     47,298 

２．投資有価証券評価損 － 6,198  △      6,198 

３．ゴルフ会員権評価損 40,800 660  40,140 

４．関係会社整理損     *6 － 89,892  △     89,892 

税引前当期純利益 4,391,101 7.7 4,708,988 8.4 △    317,886 

法人税、住民税及び事業税 2,073,314 3.6 1,868,349 3.3 204,964 

法人税等調整額 △      238,706 △0.4 298,983 0.6 △    537,689 

当期純利益 2,556,493 4.5 2,541,654 4.5      14,839 

前期繰越利益 353,560 10,668  342,892 

当期未処分利益 2,910,054 2,552,322  357,731 
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比較利益処分案 

（単位：千円、千円未満切捨） 

当事業年度 
（株主総会承認予定日） 
（平成16年６月25日） 

前事業年度 
（株主総会承認日） 
（平成15年６月27日） 

増 減 

 
期別 
 
 

科目        金     額 金     額 金  額 

Ⅰ 当期未処分利益 2,910,054 2,552,322 357,731 

Ⅱ 任意積立金取崩高    

特別償却準備金取崩高 26,485 35,047 △    8,562 

合計 2,936,539 2,587,370 349,169 

Ⅲ 利益処分額    

１．配当金 299,441 228,309 71,131 

２．任意積立金    

(1)特別償却準備金         － 5,500 △    5,500 

(2)別途積立金 2,250,000 2,000,000 250,000 

Ⅳ 次期繰越利益 387,098 353,560 33,537 
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

記載すべき事項はありません。 同左 

 

重要な会計方針 

          期別                         
 

項目 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 事業年度末の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・仕掛品 

……移動平均法による原価法 

製品・仕掛品 

同左 

 原材料・貯蔵品 

……最終仕入原価法 

原材料・貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物   ３～47年 

機械装置 ２～11年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

 定額法 

 なお、社内利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

 均等償却 

(3) 長期前払費用 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

等為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 
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期別            
項目 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えて、

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては特例処理を

採用し、為替予約については振当処理

を採用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例処理の要

件を満たしており、特例処理を採用し

ております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとお

りであります。 

ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約 

ヘッジ対象…借入金、 

外貨建金銭債権債務 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとお

りであります。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 
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          期別                     
 

項目                     

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 

(3) ヘッジ方針 

 金利スワップについては、資金調達

における金利の急激な変動が収益に与

える影響を軽減化すること及び為替予

約については、為替の急激な変動が損

益に与える影響を軽減化することを目

的として行なうことを基本方針として

おります。 

(3) ヘッジ方針 

 資金調達における金利の急激な変動

が収益に与える影響を軽減化すること

を目的で行なうことを基本方針として

おります。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっているスワップにつ

いては、有効性の評価を省略しており

ます。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。なお、仮

受消費税等と仮払消費税等は相殺のうえ

未払消費税等として表示しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

 ────── (2) 自己株式及び法定準備金の取崩等 

  に関する会計基準 

 「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準第

１号）が平成14年４月１日以後に適用

されることになったことに伴い、当期

から同会計基準によっております。 

 これによる当期の損益に与える影響

は軽微であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により

当期における貸借対照表の資本の部に

ついては、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 

 ────── （3）１株当たり情報 

 「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）が平成14年４月１日以後

開始する事業年度に係る財務諸表から

適用されることになったことに伴い、

当期から同会計基準及び適用指針に

よっております。 

 なお、これによる影響については、

「１株当たり情報に関する注記」に記

載しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

＊１ このうち ＊１ このうち 

(1）担保提供資産 (1）工場財団組成による担保提供資産 
 

建物 1,094,922千円

土地 961,730千円

合計 2,056,652千円
  

 
建物 768,040千円

土地 354,347千円

合計 1,122,388千円
  

(2) 担保提供資産に対応する債務は、Fuji Seal 

Europe Ltd.の金融機関からの借入金785,490千

円（ＳＴＧ. £4,068千）に対するものであり

ます 

(2) 工場財団組成による担保提供資産に対応する

債務 

建物 899,103千円

土地 1,412,798千円

合計 2,311,902千円
 

 (3) その他の担保提供資産 
    

建物 899,103千円

土地 1,412,798千円

合計 2,311,902千円
  

 (4) その他の担保提供資産に対応する債務 
    

一年以内返済予定長期借入金 65,200千円

長期借入金 60,800千円

合計 126,000千円
  

  工場財団組成による担保提供資産には、Fuji 

Seal Europe Ltd.の金融機関からの借入金 

644,130千円（ＳＴＧ.£3,400千)に対するもの

が含まれます。 

 また、その他の担保提供資産には、Fuji 

Seal Europe Ltd.の金融機関からの借入金 

195,133千円(ＳＴＧ.£1,030千)に対するもの

が含まれます。 

＊２ 関係会社との債権債務に係る注記 ＊２ 関係会社との債権債務に係る注記 
 
売掛金 314,129千円

短期貸付金 1,922,354千円

未収入金 266,848千円

買掛金 5,462,620千円

短期借入金 2,373,500千円
  

 
売掛金 567,531千円

短期貸付金 1,711,471千円

未収入金 385,459千円

買掛金 5,989,714千円

短期借入金 1,623,106千円
   

＊３ 授権株式数    普通株式 60,000,000株

発行済株式総数  普通株式 24,963,982株
  

 
＊３ 授権株式数    普通株式 60,000,000株

発行済株式総数  普通株式 15,221,032株
  

＊４ 自己株式 

    当社が保有する自己株式の数は、普通株式

10,545株であります。 

＊４ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

391株であります。 
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当事業年度 
（平成16年３月31日） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

 ５ 偶発債務 

 他社の金融機関からの借入金等に対して次の通

り債務の保証を行っております。 

 ５ 偶発債務 

 他社の金融機関からの借入金等に対して次の通

り債務の保証を行っております。 
 
American Fuji Seal,Inc. 1,771,511千円

 (ＵＳ＄ 16,761千）

Fuji Seal Europe Ltd. 168,698千円

 (ＳＴＧ£ 873千）

Fuji Seal Europe B.V. 21,939千円

 (ＥＵＲＯ  170千) 

Fuji Buriot S.A.S. 295,135千円

 (ＥＵＲＯ 2,290千）
  

 
American Fuji Seal,Inc. 2,789,373千円

 (ＵＳ＄ 23,206千）

Fuji Seal Europe Ltd. 556,375千円

 (ＳＴＧ£ 2,936千）

Fuji Seal Europe B.V. 33,875千円

 (ＥＵＲＯ 260千）
  

 上記外貨建保証債務は、決算日の為替相場によ

り円換算しております。 

 上記外貨建保証債務は、決算日の為替相場によ

り円換算しております。 

＊６ 配当制限 

 商法施行規則第124条３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

109,909千円であります。 

＊６ 配当制限 

 商法第290条第１項第６号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は57,765

千円であります。 

 また、平成13年７月30日発行の第1回無担保転

換社債に、配当制限は付与されておりません。 
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（損益計算書関係） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

＊１ 関係会社との取引に係る注記 ＊１ 関係会社との取引に係る注記 
 
製品仕入高 16,733,115千円

受取利息 73,596千円

不動産賃貸収入 89,321千円

経営指導料等収入 413,727千円
  

 
製品仕入高 17,414,427千円

受取利息 65,333千円

不動産賃貸収入 207,185千円

経営指導料等収入 437,568千円
  

＊２ 販売費及び一般管理費のおおよその割合は販売

費26.0％一般管理費74.0％であります。 

 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次の通りであります。 

＊２ 販売費及び一般管理費のおおよその割合は販売

費26.6％一般管理費73.4％であります。 

 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次の通りであります。 
 
役員報酬 143,985千円

給与手当 1,693,956千円

賞与引当金繰入額 187,992千円

退職給付費用 39,422千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,500千円

荷造運賃 905,856千円

旅費交通費 371,718千円

賃借料 336,190千円

減価償却費 377,460千円
  

 
役員報酬 143,808千円

給与手当 1,425,610千円

賞与引当金繰入額 122,550千円

退職給付費用 29,520千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,910千円

荷造運賃 867,622千円

旅費交通費 324,636千円

賃借料 273,676千円

減価償却費 289,934千円

貸倒引当金繰入額 6,955千円
  

＊３ 固定資産売却益の内訳は次の通りであります。 ＊３ 固定資産売却益の内訳は次の通りであります。 
   
機械及び装置 1,658千円

車両及び運搬具 199千円

計 1,857千円
 

 
機械及び装置 909千円

土地 6,589千円

計 7,498千円
  

＊４ 固定資産除売却損の内訳は次の通りでありま

す。 

＊４ 固定資産除売却損の内訳は次の通りでありま

す。 
 
固定資産除却損 

建物 4,504千円

機械及び装置 53,431千円

工具器具備品 3,918千円

車両及び運搬具 100千円

計 61,954千円

固定資産売却損 

機械及び装置 15千円

車両及び運搬具 856千円

電話加入権 5,352千円

 計 6,224千円
  

 
固定資産除却損 

建物 9,241千円

機械及び装置 71,108千円

工具器具備品 6,313千円

計 86,663千円

固定資産売却損 

建物 11,209千円

機械及び装置 16,357千円

土地 1,247千円

計 28,814千円
  

＊５ 製造費用及び一般管理費に含まれる研究開発費 ＊５ 製造費用及び一般管理費に含まれる研究開発費 
 
 1,527,888千円

  

 
 1,489,490千円

  
＊６         ――――――― ＊６ 特別損失のうち関係会社整理損89,892千円は、

当社の関係会社である㈱フジアルファに対するも

のであります。 
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（リース取引関係） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 

機械装置
及び運搬
具 
(千円) 

工具器具
備品 
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額相
当額 60,127 131,869 47,251 239,248 

減価償却累
計額相当額 

49,733 51,125 37,386 138,244 

期末残高相
当額 10,394 80,743 9,865 101,003 

  

 

 

機械装置
及び運搬
具 
(千円) 

工具器具
備品 
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額相
当額 95,046 156,140 57,231 308,418 

減価償却累
計額相当額 

71,568 115,341 36,617 223,527 

期末残高相
当額 23,477 40,799 20,613 84,890 

  
 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
 
１年以内 43,893千円

１年超 57,110 

合計 101,003 
  

 
１年以内 50,432千円

１年超 34,457 

合計 84,890 
  

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
 
支払リース料 61,602千円

減価償却費相当額 61,602 
  

   
支払リース料 75,558千円

減価償却費相当額 75,558 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）及び当事業年度（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
 
繰延税金資産 

未払事業税否認 107,991千円

賞与引当金損金算入限度超過額 218,961 

貸倒引当金損金算入限度超過額 8,288 

退職給付引当金損金算入限度超
過額 37,591 

役員退職慰労引当金否認 12,522 

外貨建長期貸付金換算差額 43,995 

その他 102,259 

繰延税金資産計 531,609 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △29,201 

その他有価証券評価差額 △75,216 

繰延税金負債計 △104,418 

繰延税金資産の純額 427,191 
  

 
繰延税金資産 

未払事業税否認 72,788千円

賞与引当金損金算入限度超過額 172,775 

貸倒引当金損金算入限度超過額 31,870 

退職給付引当金損金算入限度超
過額 34,886 

役員退職慰労引当金否認 9,474 

その他 103,495 

繰延税金資産計 425,291 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △47,327 

外貨建長期貸付金換算差額 △114,262 

その他有価証券評価差額 △39,532 

繰延税金負債計 △201,121 

繰延税金資産の純額 224,169 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
 
当事業年度（平成16年３月31日現在） 

法定実効税率 41.99％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

0.33 

住民税均等割 0.70 

試験研究費税額控除 △ 0.89 

その他 △ 0.35 

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

41.78 

  

 
前事業年度（平成15年３月31日現在） 

法定実効税率 41.99％

（調整）  

留保金課税 4.17 

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 0.35 

税率変更による期末繰延税金

資産の減額修正 
0.02 

その他 △ 0.50 

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

46.03 
 

３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴

い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用した法定実効税率は、41.99％から

40.63％に変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の

金額を控除した金額）が12,416千円減少し、当事業

年度に計上された法人税等調整額が12,416千円増加

しております。 

３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴

い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算（ただし、平成16年４月１日以降解消が見込ま

れるものに限る。）に使用した法定実効税率は、

41.99％から40.63％に変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の

金額を控除した金額）が256千円減少し、当事業年

度に計上された法人税等調整額が1,749千円増加し

ております。 

 



－  － 
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（１株当たり情報） 

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（その他） 

   当事業年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日） 

   該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） 

   該当事項はありません。 

 

 

（役員の異動） 

記載が可能になり次第開示いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同時投函場所   兜クラブ（東京） 


